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＊中国経済感が大幅改善…1月「50」越え、持続力に疑問も
中国経済が正常化へ動き出している。1月の総合購買担当者指数（PMI）は52.9と、前月から
10.3㌽の大幅改善となった。4ヵ月ぶりに50を上回った。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が終わり、経済活動が
活発になった。ただ家計の節約志向は根強く、景況感の改善が続くかは疑問も残る。
・改善幅は新型ｺﾛﾅ流行初期の20年3月以来の大きさだ。主因はｾﾞﾛｺﾛﾅ政策の撤廃だ。4年
ぶりに行動制限のない春節を迎え、帰省や旅行を楽しむ人が増えた。外食やｻｰﾋﾞｽ業の新規
受注も回復し、1月は7ヵ月ぶりの節目の50を超えた。
・景気の復調に水を差しかねない不安材料がある。一つは外国経済だ。外国に限った製造業
の新規受注を示す指数は46.1を大きく割り込む。需要が供給能力より少ないと答えたﾒｰｶｰは
全体の5割超を占めた。
・もう一つは家計の節約だ。観光収入は19年の73%。旅行者は支出減。家計も雇用不安を拭
えず、節約志向が残り続ける。

＊ｱﾀﾞﾆ窮地　不正会計疑惑…米投資会社指摘受け応酬
ｲﾝﾄﾞの新興財閥ｱﾀﾞﾆ･ｸﾞﾙｰﾌﾟが窮地に立たされている。米投資会社が不正会計疑惑を指摘し
たことを受け、上場するｸﾞﾙｰﾌﾟ各社の株価が大幅に下落。時価総額は疑惑浮上後に計9兆円
近くが失われた。30日にｱﾗﾌﾞ首長国連邦（UAE）ｱﾌﾞﾀﾞﾋﾞ首長国の投資持ち株会社が約500億
円の出資を表明して株価は持ち直したが、先行きは不透明なままだ。
・米投資会社ﾋﾝﾃﾞﾝﾌﾞﾙｸﾞが24日、発表した報告書は2年間の調査結果に基づき、ｱﾀﾞﾆが「数
十年にわたって大胆な株価操作と不正会計を実施してきたと」と指摘した。不適切なﾀｯｸｽﾍﾌﾞ
ﾝ（租税回避地）の利用や、ﾏﾈｰﾛﾝﾀﾞﾘﾝｸﾞ（資金洗浄）の疑いを示した。

＊韓国SK　10年ぶり赤字…10～12月営業、ﾒﾓﾘｰ価格急落
　　　　　　　　　　　　　　　　　　設備投資、昨年の5割減
韓国半導体大手SKﾊｲﾆｯｸｽが10年ぶりに四半期ﾍﾞｰｽで営業赤字に転落した。ﾊﾟｿｺﾝやｽﾏﾎ
の需要急減で供給網全体で在庫が積み上がり、ﾒﾓﾘｰ価格が急落したためだ。2012年にSKｸﾞ
ﾙｰﾌﾟが旧ﾊｲﾆｯｸｽ半導体の買収で同分野に参入し、寡占市場で高収益を謳歌してきたが、初
めての試練の時を迎えている。
・半導体ﾒﾓﾘｰ3強のうち、SKと米ﾏｲｸﾛ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰが営業赤字､ｻﾑｽﾝ電子の半導体部門も10～
12月期に営業利益が前年同期比97%減だった。
・経験のない市況悪化と地政学的悪材料も飛び出したﾒﾓﾘｰ市場、好不況の波を乗りこなせな
ければ追い落とされる可能性もある。

＊阪急阪神、純利益2.1倍…今期上方修正
阪急阪神HDは1日、2023年3月期の連結純利益が前期比2.1倍の450億円になりそうだと発表
した。従来予想から50億円上方修正した。自治体から受注する新型ｺﾛﾅ療養者の支援業務
が好調。政府の旅行支援策「全国旅行支援」を追い風に鉄道やﾎﾃﾙの利益も想定を上回る。
・売上高は31%増の9750億円と、従来予想に500億円上乗せした。鉄道収入はｺﾛﾅ禍の18年
度比で9割近く回復。通勤や通学目的の鉄道利用が想定より早く回復する。

＊①中国、急旋回の「微笑外交」…ﾛｼｱ不信が背後に
　　　　　　　　　　　　「戦狼」外交官が移動、米欧に対話姿勢
中国が米国・欧州への外交姿勢を修正している。威圧的にふるまう「戦狼（せんろう）外交官」
を移動させ、米欧との対話に動く。「微笑外交」に急旋回した背後には中国のﾛｼｱへの不信感
がありそうだ。
・「戦狼外交官」で有名だった超氏の交代だけでなく、12/30に外相に就いた秦剛氏は、年明
けに真っ先にﾌﾟﾘﾝｹﾝ米国務長官に電話し、「率直で建設的な話し合いに感謝する。密接な協
力関係を続けたい」。習指導部がﾛｼｱへの不信感を高めており、米欧との緊張緩和を進めて
ﾊﾞﾗﾝｽを取ろうとしている」と共産党関係者は明かす。
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＊米軍、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ拠点倍増…台湾有事の備え強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　両国防相が合意　日豪とも連携を探る
米国ﾌｨﾘﾋﾟﾝ両政府は2日、米軍がﾌｨﾘﾋﾟﾝで使える拠点を4ヵ所増やし計9ヵ所にすると発表し
た。台湾に近いﾌｨﾘﾋﾟﾝ北部などが候補とされる。米国は台湾有事への即応態勢を強化しよう
としており、日本や豪州を交えた多国間連携も探る。
・ﾏﾙｺｽ大統領は8日から岸田首相と会談し、防衛協力の強化で一致する見通しだ。米国は日
豪と3ヵ国協力を深めてきたが、ﾌｨﾘﾋﾟﾝも加われば中国への抑止力が高まるとみる。
・ﾏﾙｺｽ氏は1月初旬に訪中を通じて約3兆円の投資を誘致している。米国はﾌｨﾘﾋﾟﾝの中国接
近を抑えたい思惑もある。

＊①ｻｲﾊﾞｰ防衛 ｸﾗｳﾄﾞ…ﾏｲｸﾛｿﾌﾄのﾊﾞｰﾄﾞ副社長
　　　　　　　　　　　　　　  日本、ｳｸﾗｲﾅに学べ
ﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅ侵攻などを巡り、軍事力にｻｲﾊﾞｰ攻撃などを組み合わせた「ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ戦」へ
の懸念が高まる。ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰを統括しているﾄﾑ･ﾊﾞｰﾄﾞ副社長に今後の備えについて聞
いた。
――ﾏｲｸﾛｿﾌﾄはｳｸﾗｲﾅを襲ったﾏﾙｳｴｱなど、同国のｻｲﾊﾞｰ防衛に貢献
「ｳｸﾗｲﾅ戦の最も重要な教訓は政府機関や基幹ｲﾝﾌﾗのﾃﾞｰﾀをｸﾗｳﾄﾞで守ることだ。ｾﾞﾚﾝｽｷｰ
大統領は露による政府のﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰへのﾐｻｲﾙ攻撃があった直後、ｸﾗｳﾄﾞへのﾃﾞｰﾀ移行法案
に署名した」「ｸﾗｳﾄﾞの利点は2つ。まず、ｵﾝﾌﾟﾚﾐｽ（内部保有）のｻｰﾊﾞｰよりも、ｸﾗｳﾄﾞのｾｷｭﾘ
ﾃｨｰが強固になっている」「現在ﾃﾞｰﾀを国内で保管することでﾃﾞｰﾀの主権を維持しようとする
動きが盛んだが、ﾃﾞｰﾀをﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ戦からいかに守るかという視点を持つ必要がある」。

＊②
・一方のﾛｼｱは中国を欧州に代わる資源輸出先として戦費調達した。中国と友好関係にあっ
たから国連でも孤立しなかった。「ﾛｼｱに利用されている」。中国では不信感が広がった。すで
に中央ｱｼﾞｱでは両国がさや当てをする。1/6日、習氏はﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝのﾍﾞﾙﾄﾞｲﾑﾊﾒﾄﾞﾌ大統領と
会談した。会談後の声明が「ｴﾈﾙｷﾞｰ戦略ﾊﾟｰﾄﾅｰ」と位置づけ、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ増設やｶﾞｽ田開発の
加速を盛った。ﾛｼｱ産ｶﾞｽに依存しない体制を作るのが狙いだ。ﾌﾟｰﾁﾝは侵攻後の初外遊はﾄ
ﾙｸﾒﾆｽﾀﾝ。同氏は旧ソ連諸国を「勢力圏」とみなしており、内心では中国の接近を警戒。
・中国ﾒﾃﾞｨｱによると、海運大手中国遠洋海運集団(ｺｽｺG)はﾛｼｱ産石油の輸送契約を拒絶し
た。米欧の経済制裁に巻き込まれる事態を懸念したとみられる。ﾊﾞﾗﾝｽを取り戻す観点から
は「微笑外交」は自然とも言える。

＊②
・中国の国内GDPの6割を占める小規模都市の不動産価格が、2021年の初めから1年足らず
で20%も急落したという。中国で不動産業は関連業も含めると、GDPはおよそ3割に達する。巨
額の債務を抱えて経営難に陥った中国恒大集団のように、危機を呼ぶ地雷はあちこちに潜
む。
・71歳になった劉氏は3月に引退する。金融監督ﾄｯﾌﾟの郭樹清氏、中央銀行の易網総裁ら、
改革派と呼ばれる経済の専門家が表舞台を去る。
・中国に期待しすぎるのは危ない。習氏1強の指導部は経済のかじ取りを謝らないか。ｾﾞﾛｺﾛﾅ
に続く新たな「政策不況」への警戒は怠れない。

＊①中国経済の復活は本当か…新たな「政策不況」の恐れ
ほんの少し前まで、悲観一色だったのが嘘のようだ。2023年の世界経済は思っていたほど悪
くはならない。そんな楽観論がにわかに広がる。きっかけは、中国経済の「再開」だ。ｾﾞﾛｺﾛﾅ
政策が終わり、止まっていた経済活動が動き出した。「23年の成長率はかなりの確率で正常
な水準に戻る」。中国の劉鶴副首相は1月半ばﾀﾞﾎﾞｽ会議で言い切る。
・劉氏が「中国は計画経済に戻らない」と訴え、ﾀﾞﾎﾞｽに集まったｴﾘｰﾄ達から温かい拍手を受
けた。ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策で傷ついた中国経済の復活を印象づけるのに、ひと役を買った。しかし劉
氏の言葉を額面通りにはうけとれない。中国が抱える問題は、少しも変わってないからだ。

＊低炭素の航空燃料「SAF」…国産木材で安定調達
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本製紙・住友商事が提携
日本製紙は住友商事などと提携し、国産木材を使って持続可能な航空燃料「SAF」の原料と
なるﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙを生産する。投資額は数百億円。欧州では50年にSAFの使用料を85%まで引
き上げる厳しい動きがある。航空各社がSAFの安定調達につなげようとする取り組みが動き
出した。
・SAFは廃食油や植物、廃材などを原料とし、航空機の二酸化炭素排出量をｼﾞｪｯﾄ燃料より約
7～9割抑えるとも言われている。ただ、ｴﾀﾉｰﾙは結果的に飼料不足に繋がり食糧問題に影響
を与えかねない。
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＊①世界の現状を浮き彫りにしたﾀﾞﾎﾞｽ会議での主な発言・標語
❶世界の現状➤分断された世界、複合危機（世界経済ﾌｫｰﾗﾑ・WEF）
　　『二大経済大国が引き裂かれる「大いなる亀裂のﾘｽｸが高まる」』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国連のｸﾞﾃﾚｽ事務総長）
　　『（ﾛｼｱ侵攻で）結束したのは西側だけ』（ﾃﾞﾋﾞｯﾄ・ﾐﾘﾊﾞﾝﾄﾞ元英外相）
❷ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化・ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ➤ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化の後退ではなく、再構成、刷新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（香港取引所の史美倫主席）
　　『ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞではなく、ﾘｽｸ低減』（ﾌｫﾝﾃﾞｱﾗｲｴﾝ欧州委員長）
❸貿易・ﾌﾚﾝﾄﾞｼｮｱﾘﾝｸﾞ➤ﾌﾚﾝﾄﾞｼｮｱﾘﾝｸﾞは気がかり。今日の友が明日の友であるとは限らな
い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（WTOのｵｺﾝｼﾞｮｲｳｪｱﾗ事務局長）
　　『開かれた複数国主義は貿易拡大に役立つ』（ﾌﾛﾏﾝ米通商代表）

＊②
❹ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）➤供給網は分散型のﾏﾙﾁハブ構造に変化を遂げるだろう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱのﾌｧｰﾚﾌ投資相）
　　『貿易立て直しのｶｷﾞは、供給網の復元力』（WEF）
❺中国➤中国を外すな、含めよ（ﾙﾒｰﾙ仏経済・財務相）
　　『政治がﾋﾞｼﾞﾈｽを邪魔している』（会計ｺﾝｻﾙ大手EYのｶｰﾏｲﾝ・ﾃﾞｨ・ｼﾋﾞｵ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ会長兼
CEO）
❻環境➤ｸﾞﾘｰﾝな工場が米国に吸い取られる（ﾊｰﾍﾞｯｸ独経済相）
　　『企業は政治家に食い物にされる』（大手PR会社首脳）

＊米ﾃｯｸ5強、全社減益…10～12月　高成長曲がり角
　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ特需も一巡
高成長を続けていた米ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ大手の経営が曲がり角を迎えている。ｱｯﾌﾟﾙなど5社の2022
年10～12期決算はそろって最終減益となった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの流行に伴う特需の反動が強
まり、景気減速の影響も色濃くなっている。各社はAIなどに活路を求めるが、先行きは不透明
だ。
⦿米ﾃｯｸ大手の2022年10～12月期業績（純利益億㌦、増減率%。▴ﾏｲﾅｽ）
　・ｱｯﾌﾟﾙ＝純利益299.98(増減率▴13%)、・ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ＝164.25（▴12）
　・ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ＝136.24（▴34）、・ﾒﾀ＝46.52（▴55）、・ｱﾏｿﾞﾝ＝2.78（▴98）

＊中国客囲い込み　先行する東南ｱ…海外団体旅行　6日解禁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ﾏﾘｰﾅﾍﾞｲ」全室改装
中国人による海外団体旅行が6日に解禁されるのを受け、東南ｱｼﾞｱの観光関連企業が受け
入れ体制を拡充する。ﾀｲなどの航空会社が中国本土との直行便を再開するほか、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
の統合型ﾘｿﾞｰﾄ「ﾏﾘｰﾅﾍﾞｲ・ｻﾝｽﾞ」は約1300億円を投じて全室を改装する。今回の対象国から
外れた競合の日本や韓国に先んじて「お得意様」の囲い込みを急ぐ。
⦿主な観光関連企業の取り組み
　・ﾀｲ・ｴｱｱｼﾞｱ➤3月までにﾊﾞﾝｺｸー中国間の8路線再開、・ﾍﾞﾄｼﾞｪｯﾄｴｱ➤6月に中国路線をｺﾛ
ﾅ前水準に回復、・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ航空➤ﾏﾆﾗとｱﾓｲや　広州を結ぶ路線を再開、・ﾗｽﾍﾞｶﾞｽ・ｻﾝｽﾞ➤ｼﾝ
ｶﾞﾎﾟｰﾙの統合型ﾘｿﾞｰﾄを改装、・ﾄﾝﾌﾞﾘ・ﾍﾙｽｹｱ➤ﾊﾞﾝｺｸの主力病院に100病床を追加、・IHHﾍ
ﾙｽｹｱ➤ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの主力病院を大規模改修

＊②
――日本でのﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ戦での脅威をどのように評価しているか
「日本を積極的に狙っているのは北朝鮮だ。同国由来の攻撃は2年連続で日本が3番目の標
的になった。政府、ﾒﾃﾞｨｱ、ｼﾝｸﾀﾝｸ、学術機関へのｽﾊﾟｲ行為が観測されている」「北朝鮮は偽
のSNSを利用した攻撃をしている。例えばSNS上で職探しを装って人事担当者と交流し、ﾏﾙﾁ
ｳｴｱをﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞするﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを仕込んだ履歴書を送りつけるといった手口だ」
――中ロによる情報工作の脅威も指摘されている
「台湾とｳｸﾗｲﾅを巡り日本への攻撃が増す可能性がある。日本の製造業の2社が中国の国家
ﾊｯｶｰの標的になったことを確認した。ｳｸﾗｲﾅ侵攻支持を表明するﾊｯｶｰ集団が日本の政府系
ｻｲﾄを攻撃したのも前兆かもしれない」「ﾌﾟﾛﾊﾟｶﾞﾝﾀﾞを拡散する『ｲﾝﾌﾙｴﾝｽｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ』は北方
領土の所有権をめぐる問題等にとどまっている」「ﾃｨｯｸﾄｯｸやﾕｰﾁｭｰﾌﾞで中国人のｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰ
が日本人向けの発信を強化する準備を進めている」
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＊ﾀｲ・ｻｲｱﾑ、強まる逆風…脱炭素ｼﾌﾄが急務に
　　　　　　『ﾚﾝｺﾞｰ合弁　稼働延期』『化学事業、株式公開先送り』
ﾀｲ素材最大手のｻｲｱﾑ・ｾﾞﾒﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ（SCG）への逆風が強まっている。製紙事業では合弁
工場の稼働延期懸念があるほか、化学事業では新規株式公開（IPO）の先送りが続く。世界
的なｲﾝﾌﾚや中国経済の減速などで需要が落ち込んでいるためだ。汎用品の販売では利益の
拡大が難しくなるなか、足元で取り組む脱炭素ｼﾌﾄを進め、付加価値を高めることが急務に
なっている。

＊半導体国産化　支援広範に…日本経産省　先端品以外も1/3補助
経済産業省はEVむけなどの半導体の安定確保に向けた新たな支援策を決めた。10年以上
の継続生産を条件に設備投資の3分の1を補助。需要逼迫時に国内を優先供給することも求
める。
⦿半導体支援の補助は2兆円規模に上る
　ﾛｼﾞｯｸﾒﾓﾘｰ➤21年「6170億円」TSMC熊本工場、ｷｵｸｼｱ四日市工場等
　　　　　　　　　  22年「4500」国内生産を強化
　最先端品➤21年「1100」ﾗﾋﾞﾀﾞｽ等を支援
　　　　　　　　  22年「4850」国際連携で「2ﾅﾉ品」などの製造開発
　汎用半導体➤21年「470」ﾊﾟﾜｰ・ｱﾅﾛｸﾞ半導体の国内生産強化
　　　　　　　　　 22年「3686」経済安保法に基づきﾊﾟﾜｰ半導体や製造装置

＊東南ｱｼﾞｱ新車販売22%増…昨年、ｺﾛﾅ前水準に迫る
東南ｱ主要6ヵ国の2022年の新車販売統計を合算したところ、年間販売台数は前年比22%増
の341万台だった。3年ぶりに300万台を超え、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ流行前の19年（346万台）水準に
迫った。
・域内で新車市場が最大のｲﾝﾄﾞﾈｼｱは18%増の104.8万台。ﾄﾖﾀ自が首位を維持し日本車合計
で9割のｼｪｱ。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの製造業協会は地元ﾒﾃﾞｨｱに対して23年の規模は22年と同程度との
見通しを示す。
・ﾏﾚｰｼｱは42%増の72.6万台。政府の税減免措置が需要を喚起した。国民車ﾒｰｶｰのﾌﾟﾛﾄﾞｩｱ
が40%近く伸ばす。ﾀｲは12%増の84.9万台、周辺国より景気回復が遅れている。ﾍﾞﾄﾅﾑは33%
増、初めて40万台に乗る。自動車登録料を半減にした効果だ。ﾌｨﾘﾋﾟﾝは24%増の34.8万台。

＊国産ｼﾞｪｯﾄ　三菱重工業撤退「開発子会社も清算」
三菱重工業が国産ｼﾞｪｯﾄ旅客機の事業から撤退することが6日､分かる。2020年秋に「三菱ｽ
ﾍﾟｰｽｼﾞｪｯﾄ（MSJ）」の開発を事実上凍結していたが、今後の事業成長を見通せないと判断し
た。開発子会社の三菱航空機も清算する方針。新たな国産旅客機の構想は頓挫した。
・三菱重工は今後は日本・英国・ｲﾀﾘｱの3ヵ国で35年の配備に向けて次期戦闘機の開発を目
指している。国産ｼﾞｪｯﾄ機の開発で得られた知見を生かしていく。

＊「ｱﾀﾞﾆ疑惑」金融界に波及…ｲﾝﾄﾞ政府、安定性訴え
ｲﾝﾄﾞの新興財閥ｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの不正疑惑の影響が広がり始めている。取引先である国営銀
行の株価は、疑惑が報じられる前に比べ大きく下落した。ｲﾝﾄﾞ政府や中央銀行は金融ｼｽﾃﾑ
問題への波及を懸念し、ｼｽﾃﾑの安定性を訴えている。
・ｱﾀﾞﾆを巡る疑惑は、高成長を続けてきたｲﾝﾄﾞ経済や金融ｼｽﾃﾑへの信頼性を揺るがしつつ
ある。ｲﾝﾄﾞ中央銀行は「報道による懸念」に関して「現在はｲﾝﾄﾞの銀行ｾﾝﾀｰはﾚｼﾞﾘｴﾝﾄ（強
靭）で安定している」と表明する。

＊兵器取引　世界で膨張…ｳｸﾗｲﾅ浸攻で国防意識高まる
　　　　　　米国増産でも供給限界、ﾛｼｱ退潮、中韓が台頭
ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ浸攻を機に世界で防衛能力の強化が切実な課題となり、各国が兵器を新規に
導入する動きが活発だ。米欧先進国の兵器の供給力に限界があり、中国や韓国など新興の
輸出勢力も台頭し始めた。
⦿主な兵器輸出国と最近の取引相手
▴米国➤❶ｳｸﾗｲﾅ（地対空ﾐｻｲﾙ｢ﾊﾟﾄﾘｵｯﾄ」❷ﾘﾄｱﾆｱ（ﾛｹｯﾄ砲「ﾊｲﾏｰｽ」）
　　❸ﾍﾞﾙｷﾞｰ（空対空ﾐｻｲﾙ）❹台湾（対艦ﾐｻｲﾙ「ﾊｰﾌﾟｰﾝ」）❺日本（巡航ﾐｻｲﾙ「ﾄﾏﾎｰｸ」）
▴中国➤❶ｾﾙﾋﾞｱ（地対空ﾐｻｲﾙ「HQ22」）❷ｱﾙｼﾞｪﾘｱ（短距離弾道ﾐｻｲﾙ
　　　「SY400」）❸ﾊﾟｷｽﾀﾝ（戦闘機「JF17」）❹UAE（訓練戦闘機「L15」）
▴韓国➤❶ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ（K2戦車、K9自走砲）❷ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、ｴｽﾄﾆｱ（K2自走砲）
▴ｲｽﾗｴﾙ➤❶UAE（防空ｼｽﾃﾑ）
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2023/2/8 企業D ＊ﾀﾞｲｷﾝ、3度目の上振れ…今期営業益18%増、米欧堅調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　為替も利益押し上げ
ﾀﾞｲｷﾝ工業は7日、2023年3月期の連結営業利益が前期比18%増の3720億円になりそうだと発
表した。2期連続で最高益予想から、さらに90億円引き上げる。環境性能の高い空調機器が
堅調な米州や省ｴﾈ暖房機器「ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ暖房」が好調な欧州がけん引し、停滞した中国を補
う。想定より為替が円安に推移していることも利益を押し上げる。
・売上高の9割を占める空調事業では米州が堅調。利上げで住宅着工戸数が減少する逆風
下でも環境性能の高い機種でｼｪｱを拡大する。
・市場が変調する中、値上げに加え銅からｱﾙﾐへの材料転換の加速や生産ﾗｲﾝの自動化等
も推し進め、24年3月期の利益率の改善をめざす。

＊東南ｱ、経済成長減速へ…IMF、23・24年見通し修正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出ﾌﾞﾚｰｷ　中国観光客ｶｷﾞ
2022年に高成長が目立っていた東南ｱｼﾞｱで景気減速の懸念が強まる。けん引役だった輸出
の勢いが衰えているためで、国際通貨基金（IMF）は23年、24年の成長率を下方修正した。貿
易関係の深い中国の景気回復と中国からの観光客の増加が早期の底打ちのｶｷﾞとなる。
・IMFはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾏﾚｰｼｱ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ﾀｲの5ヵ国の23年、24年の成長率を4.3%、4.7%
とし、前回22年10月の予測から0.2㌽引き下げた。

＊印ｱﾀﾞﾆ、1470億円返済…信用不安に繰り上げ対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式担保借り入れ分
ｲﾝﾄﾞの新興財閥ｱﾀﾞﾆｸﾞﾙｰﾌﾟは6日、ｸﾞﾙｰﾌﾟ企業の株式を担保にして借り入れた11.1億㌦（約
1470億円）を繰り上げて返済することを明らかにした。
・ｴﾈﾙｷﾞｰ事業を手掛けるｱﾀﾞﾆ･ｸﾞﾘｰﾝ・ｴﾅｼﾞｰの株式を担保とした。ｱﾀﾞﾆを巡っては米投資会
社のﾋﾝﾃﾞﾝﾌﾞﾙｸﾞ・ﾘｻｰﾁが1/24日に「数十年にわたって大胆な株価操作と不正会計を実施し
てきた」と指摘した。
・ｱﾀﾞﾆ関連の一部証券を担保として受け入れない金融機関が出てきたと報じられていた。株
価も不正前の半分程度の水準で推移している。

＊米中貿易額　最高水準に…昨年、4年ぶり　日用品や食品伸び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 安保関連以外、依存強く
米国の中国とのﾓﾉの貿易額が2020年に4年ぶりに過去最高水準となる見通しだ。米商務省
の貿易統計によると1～11月の輸出入の合計額は6400億㌦（約84兆円）で、通年では最も多
かった18年（6590億㌦）を上回る可能性が高い。米国は玩具などの日用品、中国は大豆など
の食品関連で輸入が増えており、相互依存はなお高い。
⦿米中貿易額で割合が増えた主な品目
　　　　　「全体に占める割合22年1～11月、（）内は18年1～11月」
▽米国への輸入➤❶玩具・ｹﾞｰﾑ類等7.5%（5.1%）❷ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品4.3（3.5）❸有機化学品2.5
（1.8）
▽米国からの輸出➤❶穀物類（豆等）11.3（3.2）❷ｼﾘｱﾙ5.0（0.6）❸医薬品6.3（2.3）

＊半導体装置開発「顧客の近く」必須…技術複雑化　投資負担重く
KOKUSAI➤ｻﾑｽﾝ付近で増強、日立ﾊｲﾃｸ➤米台韓拠点に数百億円
半導体製造装置ﾒｰｶｰが顧客の近くで研究開発拠点を新設・拡張する動きが相次ぐ。日立ﾊｲ
ﾃｸは米台韓の3ヵ国・地域に数百億円を投じる。半導体の製造技術の難度は年々上昇して入
り、米ｲﾝﾃﾙなど先端半導体のﾒｰｶｰとこれまで以上に密に共同開発をする姿勢が必須になっ
てきたためだ。一方で装置各社の投資負担はかさみ、体力勝負を余儀なくされている。
・製造工程も一段と高度化が求められ、顧客密着出来ない装置ﾒｰｶｰは振り落とされる。先端
半導体ﾒｰｶｰが寡占化してきたことも理由の1つ。

＊中国「配膳ﾛﾎﾞ　ｺﾛﾅ後へ攻勢…人手不足で需要見込む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｷｰﾝｵﾝ、海外比率5割へ
中国配膳ﾛﾎﾞｯﾄ大手、上海擎朗智能科技（ｷｰｵﾝﾛﾎﾞﾃｨｸｽ）が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍後の需要の波
に乗ろうと、海外市場の開拓をてこ入れする。2022年欧米など3拠点を新設。25年末に海外出
荷の比率を現在の約3割から5割に高まる。他社も価格や「接客」の質を競っており、人手不足
を背景に普及を後押ししそうだ。
・22年12月時点の稼働台数は約3.5万台。日本や韓国、欧州や東南ア等の海外は1万台弱、
残りは中国。現在、海外は3割、25年末に5割予定。
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＊②
――戦争はいつまで続くとみますか。
「ﾌﾟｰﾁﾝ氏の時間軸は長い。25年、26年になろうとｳｸﾗｲﾅを消耗させられると思っている。ﾛｼｱ
上層部は『第2次大戦と比べれば今の犠牲は微々たるもの』と話す。停戦しても1週間から数ヵ
月の一時的なもので、ｳｸﾗｲﾅへの脅威は続くだろう」
――中国の習近平氏がﾛｼｱを訪問する可能性がある。
「中ﾛは両国の友好は無制限としたが、習氏はその限界に言及した。核の脅威についてだ。ﾛ
ｼｱが中国への依存を強めても、習氏は非常に注意深く一線を画している。
――日本がｳｸﾗｲﾅに学ぶ教訓は
「世界の民主主義諸国が太平洋の安全保障に注力し、自由や民主主義という価値を共有し
ない国々からの脅威に対し団結することだ」

＊総負債　印GDPの1%超…ｱﾀﾞﾆ、増資撤回が痛手「5.4兆円」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　社債利回り急上昇
不正会計疑惑などを指摘されたｲﾝﾄﾞの新興財閥ｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾙｰﾌﾟの問題は収まる兆が見えない。
増資の撤回に追い込まれ、株価下落に拍車がかかった。一部社債の利回りも急上昇した。上
場10社の負債総額は3.4兆ﾙﾋﾞｰ（約5.4兆円）でｲﾝﾄﾞの名目国内総生産（GDP）の1%超に達し
ており、「膨張戦略」の見直しが迫られている。
・ｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ➤❶ｱﾀﾞﾆ・ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｾﾞｽ（空港運営や道路整備）「負債7199億ﾙﾋﾞｰ」❷ｱﾀﾞﾆ・
ﾎﾟｰﾂ・ｱﾝﾄﾞ・SEZ（港湾）「負債5578億ﾙﾋﾞｰ」❸ｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾘｰﾝ・ｴﾈｼﾞｰ（再生可能ｴﾈ）「負債5797
億ﾙﾋﾞｰ」❹10社合計（3社の他、発電やｾﾒﾝﾄ）「3兆3954億ﾙﾋﾞｰ」

＊LG化粧品、北米に軸足…主力の中国、脱韓流で変調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 増収増益、17期で止まる
韓国の化粧品大手、LG生活健康が成長の軸足を中国から北米に移す。2022年12月期業績
は国外事業の約5割超を占める中国事業が低迷し、連続増収増益が17期で途切れた。踊り
場を迎える中、CEOら経営陣を刷新。M&Aをﾃｺに北米事業を拡大し、LGｸﾞﾙｰﾌﾟの祖業再興を
目指す。

＊①ﾌﾟｰﾁﾝ氏は諦めず…前米中ﾛ大使　ｼﾞｮﾝ・ｻﾘﾊﾞﾝ氏の話
　　　　　　　　　　　　　　　　脅威に団結、長期戦覚悟を
2022年9月まで3年近く米国の駐ﾛｼｱ大使を務めたｼﾞｮﾝ・ｻﾘﾊﾞﾝ氏は国際社会にさらなる長期
戦への覚悟を促した。
――米国はﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻の可能性を世界に警告していた。、
「22年2月初め、ﾍﾞﾗﾙｰｼでﾛｼｱ軍がかってない規模に増強されたからだ。侵攻が起きると確信
しているのに展開が読めず、恐怖を感じた。国連安全保障理事会の常任理事国による征服
戦争。歴史の転換期だ」
――なぜﾛｼｱのﾌﾟｰﾁﾝ大統領を抑止できなかったのか。
「『特別軍事作戦』の目的を数週間か数ヵ月で達成できると信じていた。実際は戦場で挫折し
修正を迫られた。ｳｸﾗｲﾅの『非ﾅﾁｽ化』『非軍事化』、ｾﾞﾚﾝｽｷｰ政権を排除し、国民を服従させ
るという目標は変えてない」
「ﾌﾟｰﾁﾝ氏の視点から見ることが大事だ。彼はソ連崩壊を共産主義の終わりでなく、ﾛｼｱの分
離とみる。世界観ではｳｸﾗｲﾅを屈服させることが合理的で犠牲を払う価値がある」

＊「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ市場」ﾍﾞﾋﾞｰ用品…日米勢競う
「ｷﾝﾊﾞﾘｰ攻勢」紙おむつ大手を買収、「ﾕﾆﾁｬｰﾑ」環境配慮、品質謳う
ﾍﾞﾋﾞｰ用品市場で、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの存在感が高まっている。同国ｼｪｱ最大手のﾕﾆﾁｬｰﾑは一般品
より価格が5割高い環境配慮型の紙おむつを投入し、世界大手の米ｷﾝﾊﾞﾘｰ・ｸﾗｰｸは現地紙
おむつ大手を買収して攻勢に出ている。主戦場の中国が61年ぶりの人口減少となる中で、出
生数が日本の5倍以上もあるｲﾝﾄﾞﾈｼｱの競争がｶｷﾞを握る。
⦿ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの紙おむつｼｪｱ（ﾕﾆはﾕﾆ・ﾁｬｰﾑ、ｷﾝﾊﾞﾘはｷﾝﾊﾞﾘｰ・ｸﾗｰｸ）
「19年」ﾕﾆ➤47.2%、ｿﾌﾃｯｸｽ➤31.8%、花王➤6.8%、P&G➤5.6%、他➤8.6%
「20年」ﾕﾆ➤43.6%、ｷﾝﾊﾞﾘ➤34.6%、花王➤7.5%、P&G➤5.4%、他➤8.9%
「21年」ﾕﾆ➤43.2%、ｷﾝﾊﾞﾘ➤35.4%、花王➤7.7%、P&G➤5.0%、他➤8.7%
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＊気象ﾃｯｸ、東南ｱで進化…ｳｪｻﾞｰﾆｭｰｽ➤早期警報で災害ﾘｽｸ減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 急な豪雨、AI鍛える
自然災害が多いｱｼﾞｱで気象分野のﾃｸﾉﾛｼﾞｰを生かしたﾋﾞｼﾞﾈｽが活発になっている。観測ﾃﾞｰ
ﾀとAIを組み合わせて天候急変の兆しをいち早く通知するもので、気象情報大手のｳｪｻﾞｰﾆｭｰ
ｽがﾀｲとﾍﾞﾄﾅﾑで工場向けｻｰﾋﾞｽを始めるほか、米国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟもｲﾝﾄﾞﾈｼｱで手掛ける。天
候が変わりやすい熱帯で応用力が鍛えられ、技術の悪化が期待される。

＊外貨枯渇　ﾊﾟｷｽﾀﾝ苦境…電力不足、食品大幅値上がり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾃﾛなど治安悪化も
ﾊﾟｷｽﾀﾝの経済危機が一段と深刻になっている。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻に伴うｴﾈﾙｷﾞｰ価格の高
騰で、外貨は枯渇寸前だ。昨年起きた大洪水で主力産業の農業も打撃を受けている。長引く
ｲﾝﾌﾚは政情不安を招き、再びﾃﾛが活発化しかねないとの懸念も高まっている。

＊ｽﾘﾗﾝｶやﾊﾞﾝｸﾞﾗ…南ｱｼﾞｱで危機相次ぐ
南ｱｼﾞｱではﾊﾟｷｽﾀﾝだけでなく、ｽﾘﾗﾝｶやﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭも経済危機に直面。ｽﾘﾗﾝｶは観光業の
打撃を受け、22年5月にﾃﾞﾌｫﾙﾄ（債務不履行）状態になった。ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭも外貨準備高は1月
時点で322億㌦と減少傾向だ。

＊mRNA　次はがん治療薬に…ﾋﾞｵﾝﾃｯｸ➤東ｱｼﾞｱで治験
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾓﾃﾞﾙﾅ➤患者別の薬開発
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝで実用化された「ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰRNA（mRNA）」技術を使ったがん治療薬の開
発が活発だ。先行するのはｺﾛﾅﾜｸﾁﾝを開発した海外勢で、米ﾓﾃﾞﾙﾅは2023年中に最終段階
の臨床試験（治験）を計画し、独ﾋﾞｵﾝﾃｯｸは台湾や日本での治験を検討している。一方、日本
勢は出遅れが目立ち、研究開発体制の整備が課題だ。
⦿ｍRNAがんﾜｸﾁﾝの主な開発動向
■ﾓﾃﾞﾙﾅ➤❶悪性黒色腫「中間段階」❷KRAS遺伝子変異があるがん（大腸がん等）「初期」
■ﾋﾞｵﾝﾃｯｸ➤❶悪性黒色腫「中間」❷頭頚部がん（HPV16型陽性がん）「中間」❸大腸がん
「中間」　■ｷｭｱﾊﾞｯｸ➤❶悪性黒色腫、皮膚扁平上皮がん、王警部がん等「中間」

＊医薬・ｴﾈ・車も　AI論文質高く…ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶ➤創薬効率化
企業のAI研究が加速し、産業の裾野が広がっている。過去10年間のAIに関する研究論文を
分析すると、ITだけでなく製薬・医療やｴﾈﾙｷﾞｰ、自動車などの業種からも質の高い成果が出
ていた。足元では自然な文章や画像を生成するAIを巡り主導権争いが激化しているが、あら
ゆる領域でﾃﾞｰﾀ活用にAIは不可欠になっている。
⦿AI論文が多い企業上位10社（ｶｯｺ内は質の順位、12～21の論文数計）
❶米IBM　3157（10位）❷米ﾏｲｸﾛｼﾌﾄ　3102（3）❸米ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ　2688（1）❹国家電網（中）1087
（15）❺ﾃﾝｾﾝﾄ（中）965（5）❻米ﾒﾀ　876（2）❼ﾌｧｰｳｪｲ（中）787（９）➑ｱﾘﾊﾞﾊﾞ（中）761（6）❾米ｱ
ﾏｿﾞﾝ　728（7）➓米ｲﾝﾃﾙ　724（8）・・・・・・・・・⓬NTT（日）615（13）

＊ｳｸﾗｲﾅ危機は世界政治の転換点…日本、危機意識、欧米と差
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  日本45%、G7で最低
ﾐｭﾝﾍﾝ安全保障会議が13日公表した国民意識調査で、日本ではｳｸﾗｲﾅ危機を世界世界政治
の転換点と捉える回答が全体の45%にとどまった。主要7ヵ国や中国、ｲﾝﾄﾞを含む主要国で最
低だった。侵攻の長期化が見込まれるなか、欧米諸国ほど危機意識が広がっていない状況
が浮き彫りになった。
・G7で最高だったのはｲﾀﾘｱで68%、次いでﾄﾞｲﾂが65%、英国が58%、米国は55%で、ｱｼﾞｱではｲ
ﾝﾄﾞが59%、中国が57%、日本だけが50%を下回り、逆に「どちらでもない」「わからない」は46%
だった。

＊台湾IT19社、11.6%増収…1月　鴻海の生産、大幅回復
⦿台湾主要IT各社の1月売上高（売上・億台湾㌦、前月同月比増減率%）
❶鴻海（iPhone生産）➤6603（48.1%）❷TSMC（半導体生産）➤2000（16.2）
❸ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ（同上）➤1246（1.2）❹ｸｱﾝﾀ（ﾊﾟｿｺﾝ生産）➤900（▴10.6）
❺ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ（半導体設計）➤223（▴48.5）❻UMC（半導体産）➤195（▴4.3）
❼AUO（液晶ﾊﾟﾈﾙ）➤159（▴42.7）➑南亜科技（DRAM生産）➤22（▴66.8）
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＊①「戦争が長引くほど、中国影響力増す」…ｳｸﾗｲﾅ侵攻1年
　　　　　　　　　　　　　　　台湾・国策研究院　郭育仁執行長に聞く
――ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻から1年、世界は何を学んだか。
「国際社会は30年経ったが、冷戦構造から抜けていない。70年経った国際機関が侵略戦争に
対し、まったく機能しなかった。拒否権を持つ露と中国を前に機能しなかった」
――国際秩序は大きな変化の時を迎えた。
「北朝鮮やｲﾗﾝは核兵器を放棄したｳｸﾗｲﾅが侵略されたのを目の当たりにした。金正恩総書
記は昨年末、核弾頭の大増産を表明した。核兵器の不拡散というｺﾝｾﾝｻｽは崩壊した」「ﾌﾟｰﾁ
ﾝ氏は43歳のとき、戦時下では緊張状態を極限まで高め、相手の譲歩を引き出す戦略を論文
に記したが、その理論が今、戦術核の使用で試される段階に来た」

＊②
―—国際社会は今後どう対応しますか。
「脅威に直面し、独も日本も防衛予算を増やす。これまで権威主義国が軍事力を増強した。だ
が、今後は民主主義国家がそれに追随する。国際社会は深刻な軍拡競争に突入する」
――米中新冷戦の見通しはいかがか。
「権威主義国家のﾄｯﾌﾟが代わり、ｸﾞﾙｰﾌﾟはより組織化される。ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ、ｳｽﾞﾍﾞｷｷｽﾀﾝを訪問
した習国家主席はﾛｼｱに代わる受皿となることを熱望した。今回の戦争は長引けば、長引くほ
ど中国の影響力が増す」

＊ﾃﾞｼﾞﾀﾙ製品、障害者配慮…世界１０億人、不便解消急ぐ
　ｿﾆｰG➤操作性を高めたｹﾞｰﾑ機器、米大手➤音声機能の漏れ検知
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂを提供する際、障害者に配慮した設計を採用する動きが広がる。ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟは
四肢に障害のある人が形状を自由に変更して操作できる「ﾌﾟﾚｲｽﾃｰｼｮﾝ5（PS5）」向けｺﾝﾄﾛｰ
ﾗｰを開発する。世界には何らかの障害を持つ人が10億人いるとされる。多様な人が使いやす
いﾃﾞｼﾞﾀﾙ製品にすることで、市場の拡大にもつなげる。

＊日本はG7最下位　24年までに障害者配慮義務化
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨｰへの対応は広がる。米国の他、EUは19年に罰則規定のある「ｱｸｾｼﾋﾞﾘ
ﾃｨｰ指令」を公布した。日本は遅れが目立つ。IT分野での対策を推進する国際団体G3ictが公
表したｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨｰ指数で日本は137ヵ国中、75位に留まる。G7では最下位だ。
・国内では高齢化も進む。包摂性を考慮したﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に取り組まないと社会のﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾞﾊﾞｲﾄ
（情報格差）が深刻化する。設計の重要性を問う。

＊③
―—中国の台湾統一にも影響はあるか。
「中国の力は露よりはるかに大きく、台湾に侵略戦争を仕掛けるのは容易だ。ただ将来、米国
の地位にとって代わることを『中国の夢』とする習氏の視点から、この問題を考える必要があ
る。中国は国際社会との繋がりが強い。もし台湾に武力侵攻すれば（国際社会から批判や制
裁は免れず）台湾は中国の夢への足かせとなる」
――どう動きますか
「中国の目標は総統選で民主進歩党を排除することだ。選挙には資金と組織戦が必要だが
資金は台湾の（非合法な）地下金融に潤沢にある」「中国に有利な方向へ誘導する『認知戦』
を展開するのがねらいだ。重要な会議に中国が私（郭育仁）をたくさん招待してきている」

＊ｲﾝﾄﾞ乗用車販売17%増…1月の最高更新　消費者心理が改善
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM）が13日発表した同国における1月の乗用車販売台数は、前年同期
比17%増の29.8万台だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽや半導体不足の影響が緩和され、9ヵ月連続のﾌﾟﾗ
ｽとなった。消費者心理の改善も進み、1月としては過去最高を更新した。
・ﾒｰｶｰ別にみると、最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷは14.7万台で14%増えた。韓国・現代自動車は14%増
の5.1万台、起亜は2.8万台の48%増。地場のﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗも65%増の3.3万台。ﾄﾖﾀは
1.2万台75%増だった。
・22年のｲﾝﾄﾞの新車販売は472万台で日本を抜いて世界3位となる。
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＊世界の軍事費　侵攻で膨張…昨年2.6%増　260兆円
　　　　　　　　　　　　中国➤増加額最大、欧州➤大砲や戦車増強
英国のｼﾝｸﾀﾝｸ国際戦略研究所（IISS）は15日、軍事情勢の報告書「ﾐﾘﾀﾘ・ﾊﾞﾗﾝｽ」の最新版を
公表した。2022年の世界の軍事費は1.9兆㌦（約260億円）となり、前年比2.6%増加した。ﾛｼｱ
のｳｸﾗｲﾅ侵攻や中国の覇権主義的な動きによって、世界の軍事費は再び膨張し始めた。
⦿21～22年の主な兵器保有の変化
戦車（両）➤❶独321（13%）❷ﾊﾝｶﾞﾘｰ56（17%）❸韓国2149（4%）
大砲（門）➤❶ﾘﾄｱﾆｱ118（30%）❷ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ773（3%）❸ﾙｰﾏﾆｱ1136（2%）
ｽﾃﾙｽ戦闘機（機）➤❶米国（F35、F22）744（14%）❷中国（J20）140（2.8倍）❸日本（F35）31
（24%）

＊「観光香港」　復活へﾀｯｸﾞ…かって訪問世界一、ｺﾛﾅで激減
　　政府➤340億円供出、無料航空券、企業➤大型ﾓｰﾙ、金券配布も
かって世界一の観光都市だった香港だが、ﾃﾞﾓによる混乱と強制隔離を伴う新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対
策の影響で訪問客は激減。危機感を持った香港政府は航空券の無料配布を柱とする総額
340億円の大規模ｷｬﾝﾍﾟｰﾝを2月から開始。これに合わせ商業施設も独自特典を提供する。
香港観光の復活を目指し、官民がﾀｯｸﾞを組み巻き返しを図る。
⦿世界の観光都市ﾗﾝｷﾝｸﾞ（18年は訪問客数、22年総合評価）
2018年➤1位香港、2位ﾊﾞﾝｺｸ、3位ﾛﾝﾄﾞﾝ、4位ﾏｶｵ、5位ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
2022年➤1位ﾊﾟﾘ、2位ﾄﾞﾊﾞｲ、3位ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ、4位ﾏﾄﾞﾘｰﾄﾞ・・・・36位香港

＊BYD、ﾃﾗｽ超え視野…EV販売200万台へ
　　　世界展開加速、40ヵ国超に、自社生産で部品安定調達
中国のEV大手の比亜迪（BYD）が世界展開を加速している。EVなどの世界販売は日本、東南
ｱｼﾞｱ、欧州など40ヵ国を超えた。携帯電話の電池や組み立てから車に参入し、電池や半導
体、ｼｰﾄまで一貫した自社生産が強みで、約5万人の技術者がそれを支える。2023年のEV販
売計画は200万台に迫り米ﾃﾗｽ超えが視野に入った。

＊①BYD、進化占う高級車…主力の中価格帯、競争激化
　　　　　　　　　　海外展開、欧米の警戒が壁『低利益率の改善急ぐ』
「20年にわたる研究開発を経て我々の夢がついに実現する。世界の高級車の産業構造を変
える」1月5日、中国EV大手のBYDがｵﾝﾗｲﾝで開いた新しい高級車ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「仰望」の発表会で、
創業者の王伝福・董事長は熱く語った。高級車の実用化は車に参入した2003年来の悲願
だった。23年中に発売予定の仰望の価格80万～150万元（約1500万円～2900万円）の見込
み。まずｵﾌﾛｰﾄﾞ仕様の多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV）「U8」とｽｰﾊﾟｰｶｰ「U9」の2車種を投入する。

＊北朝鮮、中国と車両輸送再開…2年ぶり、当局間合意
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物質不足解消狙う
北朝鮮と中国が両国間のﾄﾗｯｸ車両の輸送を再開したことが分かった。およそ2年ぶりとみら
れる。北朝鮮は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策で中朝境界を閉じてきた。中国との貿易総額は2022年に
ｺﾛﾅ禍前に比べて6割減だ。深刻な物質不足をを緩和するため、封鎖解除を模索しているよう
だ。
・環日本海経済研究所の三村光弘・主任研究員は「（中国のﾄﾗｯｸが北朝鮮の羅先方面に向
かった）とのこと、羅先は経済特区で他の地域と隔絶されている。ﾄﾗｯｸが通行を許可してもｺﾛ
ﾅが広がらないかを試すのだろう」と話す。三村氏は「北朝鮮では食料や日用品などの物質不
足が深刻だろう」と見る。韓国の聯合ﾆｭｰｽは6日、北朝鮮の南西部の開城市で1日数十人ず
つの餓死者が発生していると伝えた。
・中朝の貿易を回復したいがｺﾛﾅの感染も増やしたくない。手探り状態。

＊ﾀﾀ、EV先行死守へ総力…ｲﾝﾄﾞ国内ｼｪｱ9割に迫る
　　■低価格を維持■国内外に電池工場➤競争激化、余談許さず
ｲﾝﾄﾞのﾀﾀ自動車がEV市場での地盤を固めるため総力を挙げている。戦略車種で低価格路線
を保つほか、電池工場の設立などを検討する。同社はｲﾝﾄﾞのEVの草分けで、市場ｼｪｱは9割
近くに達する。ただ物価上昇時の低価格戦略は利益を圧迫するほか、国内外の企業が攻勢
を強めており、先行きは予断を許さない。



2023/2/17 経済

2023/2/18 経済

2023/2/18 経済

2023/2/18 東南ｱｼﾞｱ

2023/2/18 経済

2023/2/19 経済

2023/2/19 経済 ＊一帯一路、看板事業に逆風…関連投資6割減
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ➤鉄道工事事故開業延期も、ﾊﾟｷｽﾀﾝ➤重要港湾住民抗議
中国の広域経済構想「一帯一路」の看板事業に逆風が吹いている。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの高速鉄道事
業では初の死亡事故が発生、開業がさらにずれ込む観測がある。ﾊﾟｷｽﾀﾝでは港湾整備事業
で抗議活動が広がった。一帯一路の投資急減や反中感情の高まりが背景にある。
⦿「一帯一路」の事業に逆風が吹く（ﾊﾟはﾊﾟｷｽﾀﾝ、ｲはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）
❶「ﾊﾟｷｽﾀﾝ版三峡ﾀﾞﾑ」と呼ぶﾆｰﾗﾑ・ｼﾞｪﾗﾑ水力発電所『ﾄﾝﾈﾙに亀裂』
❷ｸﾞﾜﾀﾞﾙ港（ﾊﾟ）『抗議活動』❸ﾆｯｹﾙ精錬（ｲ）『労働争議から暴動へ』
❹高速鉄道建設（ｲ）『工事現場で死亡事故』

＊名目GDP、ﾄﾞｲﾂが肉薄…日本、世界3位危うく「ﾃﾞﾌﾚや円安響く」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　20年後半、ｲﾝﾄﾞ逆転も
日本維持してきたGDPで世界3位という地位が危うくなってきている。長引くﾃﾞﾌﾚに足元の急
激な円安・ﾄﾞﾙ高が加わり、ﾄﾞﾙ換算した名目GDPで世界４位のﾄﾞｲﾂとの差が急速に縮まって
いる。世界最大の人口大国になったｲﾝﾄﾞも猛追しており、世界経済で日本の存在感は萎みつ
つある。
・20年前の日本の名目GDPは4兆1800億㌦と独（2兆800億㌦）の2倍以上の規模があった。縮
まった要因は円安だ。下落幅が大きかった。

＊中国経済、進む「国進民退」…景気対策、恩恵に偏り
　　　国有企業➤資源高効き増益、民間企業➤昨年は初の減益
2000年代以降の中国の経済成長を支えてきた民間企業の利益が2022年、初めて減少に転じ
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを封じ込める「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策で景気が低迷し打撃を受けた。対する国有企
業は前年比3%の増益だった。政府の景気対策の恩恵が国有企業に偏っているとみられる。
国有企業が幅をきかせて民業を圧迫する。「国臣民退」は、将来の経済成長に影を落としか
ねない。

＊ﾀｲGDP　昨年2.6%増…個人消費が回復
ﾀｲ国家経済社会開発委員会（NESDC）は17日、2022年のGDPは前年比で2.6%増加した。好
調だった輸出の勢いが衰えた。ﾀｲでは22年、新型ｺﾛﾅ対策に伴う行動制限の緩和で、個人消
費が回復した。21年に続き2年連続でﾌﾟﾗｽ成長だった。産業では観光客の増加でﾎﾃﾙ・飲食
業が21年比39.3%増加した。一方で、中国などの景気停滞を背景に輸出が伸び悩んだ。
・23年は観光業がタイ経済を左右するとの見通しを示した。

＊世界の半導体装置　減速…主要8社1～3月減収・伸び鈍化
世界の半導体製造装置ﾒｰｶｰの業績減速が鮮明になってきた。主要9社のうち8社で2023年1
～3月期（一部2～4月期）の売上高が前年同期比で減少。または増収率が鈍化する。半導体
市場の悪化で需要が鈍り、米国の対中輸出規制も響く。一方で悪材料がほぼ出尽くしたとの
見方から株価は早くも復調している。今後は業績回復時期の確度と反発力が焦点となる。
⦿国内半導体装置ﾒｰｶｰの対中輸出規制に関する決算ｺﾒﾝﾄ
　❶東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ➤想定ほどでは無いが影響大❷ﾆｺﾝ➤業績への影響無し❸ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ➤直
接的に顧客に売れないﾘｽｸ軽微❹東京精密➤中国向け売上半分程度に影響か❺ﾃﾞｨｽｺ➤
ｳｪﾊｰ製造減少かも

＊②
⦿BYDは中低価格帯に強いが手薄な部分も（『』内は競合社・車種）
高級（100万元前後）➤23年中に新ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「仰望」を発売『ﾃｽﾗ・ﾓﾃﾞﾙX』
高価格（30万超）➤「騰勢」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ小規模『ﾃｽﾗ・ﾓﾃﾞﾙＹ、理想ONE』
中価格（20万～30万）➤20年に「漢」発売しﾋｯﾄ『ﾃｽﾗ・ﾓﾃﾞﾙ3値下げ攻勢』
低価格（10万～20万）➤「宋」「秦」「海豚」など多数『AION（広州汽車）』
格安（10万未満）➤BYD無し『「宏光MINI・EV」（上汽通用五菱）優勢』

＊大韓航空、難路の往来再開…今期は大幅減益へ
収益支えた貨物➤運賃の下落続く、回復見込む旅客➤競争で利幅減
往来再開に沸く航空業界で、韓国大手の大韓航空が二重苦に直面している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
禍で収益源だった貨物の運賃が下落。客数増が見込める旅客事業も各社の増便で利幅が縮
小するためだ。2022年通期の営業最高益から一転、23年は大幅減益の見通し。景気後退や
ｱｼｱﾅ航空との統合遅れも重なり、経営に逆風が吹きつける。



2023/2/21 経済

2023/2/21 経済

2023/2/21 東南ｱｼﾞｱ

2023/2/22 経済

2023/2/23 経済

2023/2/22 経済

＊ｱﾌﾟﾘ配信・決済　寡占批判強まる…ｱｯﾌﾟﾙとｸﾞｰｸﾞﾙに政治圧力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｲﾝﾄﾞや欧州で一部開放
ｽﾏﾎｱﾌﾟﾘ配信で9割超のｼｪｱを握る米ｱｯﾌﾟﾙと米ｸﾞｰｸﾞﾙに各国政府の圧力が強まっている。配
信や決済を両社の基盤から出来るよう求める動きが相次ぎ、両社は一部決済の開放に動く。
巨大ﾃｯｸ企業の競争力を支えてきたｱﾌﾟﾘ経済圏にﾒｽがはいることで自由競争を促し、利用者
にとって一部料金引き下げに繋がる可能性もある。

＊中国､ﾁｬｯﾄGPT停止…当局、ｱﾘﾊﾞﾊﾞやﾃﾝｾﾝﾄに指示
　　　　　　　　　　　　　　　　体制批判を警戒か
米新興ｵｰﾌﾟﾝAIが開発した対話型人工知能（AI）「チャットGPT」について（GPTは自然な文書
を生成する言語）、中国の規制当局がｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団等国内の主要IT企業にｻｰﾋﾞｽを提供しない
よう指示したことが分かった。
利用者の質問に対し、習近平指導部に批判的な回答をしかねないと警戒しているとみられ
る。
・「米国による偽情報の拡散や世界規模の世論操作」を助けかねないと批判する。

＊韓国人の留学　日本の3倍…英語授業　小学校で130時間長く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基礎力育成で先行
岸田文雄首相は1月の施政方針演説で「教育の国際化、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成」を掲げた。「日
本人学生の海外派遣の拡大や、有望な留学生の受け入れを進める」と強調した。政府はｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ教育政策をどう充実させるべきか。
・海外大へ21万人・・韓国大手ﾒﾃﾞｨｱに勤める金光康さん、中学2年と小学6年の息子を米国留
学させた。「どのみち金はかかる。受験戦争に苦しんで英語が話せないで終わるより、よほど
良い」。
・韓国は小学校から英語力の基礎を育むことに力点を置く。小学3～4年生の英語の時間数は
年68時間と日本の35時間の倍近い。5～6年生の102時間も日本70時間より多い。小学校の
公教育だけで日韓に計130時間の差が生じる。

＊化粧品、「ﾊﾗﾙ」で攻勢…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ現地企業
　　　　　　　　　価格抑え欧米勢追う『新興ｴｽｶ　OEM・SNS駆使』
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの化粧品市場で現地企業が攻勢を強めている。ｲｽﾗﾑ教の戒律に従った「ﾊﾗﾙ」への
対応と低価格を武器に、牙城を築く欧米企業を追撃している。同国市場は経済成長を支えに
拡大が続き、2021年にはﾀｲを抜いて東南ｱｼﾞｱ最大となった。世界有数のﾊﾗﾙ市場でもあり、
ここで一定の地位を確保できれば他国への展開も期待できる。今後は競合との差異化が大き
な問題になりそうだ。
⦿ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの21年の化粧品ｼｪｱ（❹、❺はｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）
❶ﾕﾆﾘｰﾊ（英）22.6%❷P&G（米）7.6%❸ﾛﾚｱﾙ（仏）5.2%❹ﾊﾟﾗｺﾞﾝ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ｱﾝﾄﾞ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ2.8%
❺ｷﾉ･ｺｰﾌﾟ2.5%❻その他59.3%

＊韓国造船、外国人材に活路…東南ｱなどから労働者　今月２千人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人手確保で失注挽回
韓国の造船業界が外国人労働者の採用を急いでいる。造船市況は上向くものの人手不足で
失注を重ね、ｻﾑｽﾝ重工業など大手3社は2022年通期も赤字基調が続く。政府は労働ﾋﾞｻﾞ要
件を緩和し、2月だけで東南ｱｼﾞｱを中心に2千人が韓国入りする。外国人活用で中国勢の台
頭を阻止できるか。業界は瀬戸際に立たされている。釜山市の南西、入り組んだ地形の巨済
島にはｻﾑｽﾝ重工と大宇造船海洋の主力造船所が位置する。人口23万人の巨済市ではこの
1年で外国人居住者が昨年末の2.5倍に当たる5千人規模に増える見通し。

＊ﾀｲ車生産4%増…1月中国の復調見込み輸出好調
ﾀｲ工業連盟（FTI）をまとめた1月の同国自動車生産台数は前年同月比4%増の15.7万台だっ
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染を徹底的に抑え込む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策を終了した中国経済の回復を
見込み、輸出向けの生産が全体をけん引した。



2023/2/22 経済

2023/2/23 経済

2023/2/23 経済

2023/2/23 経済

2023/2/23 経済

2023/2/23 経済

＊核融合の特許　中国首位…競争力調査　「画期的成果」の米2位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本4位「脱炭素発電」に期待
次世代のｴﾈﾙｷﾞｰ技術として2040年代以降の実用化が期待される核融合の研究で中国の存
在感が高まっている。有力な特許を集計すると中国が首位で、米国（2位）と日本（4位）を上
回った。核融合は再生可能なｴﾈﾙｷﾞｰとともに脱炭素の切り札になる可能性もある。22年末に
は米国で実用化に向けた大きな進展があった。未来のｴﾈﾙｷﾞｰ源を巡る国際競争が激しく
なっている。
⦿核融合の国別特許競争力
❶中国4万3156❷米国3万8145❸英国3万792❹日本1万6566❺露9821

＊①ｻｲﾊﾞｰ戦、日本を救う道…日経新聞　本社ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ　秋田浩之
ｶﾅﾀﾞのﾌﾞﾗｯｸﾍﾞﾘｰ社が最近、まとめた報告書に、2022年9～11月、同社が検知したｻｲﾊﾞｰ攻
撃約176万件のうち、日本が標的になったものが8%を占め、米国に次いで2位だった。米国が
最大の標的になるのは驚きではない。ただ、日本については「守りの弱さを世界のﾊｯｶｰ集団
に見透かされている可能性がある」。
❶ｻｲﾊﾞｰ体制・・警察庁によれば、日本のｻｲﾊﾞｰ体制は他の主要国より見劣りする。英国際
戦略研究所（ＩＩＳＳ）は主要15ヵ国のｻｲﾊﾞｰ能力分析（21/6月）では日本は最も低い「第3ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ」だった。政府、企業も防衛力が弱いほか、不審ｱｸｾｽを監視したり、ｻｲﾊﾞｰ攻撃に反撃した
りする法制度すら整っていない。

＊②
❷自衛隊のｻｲﾊﾞｰ体制・・自衛隊のｻｲﾊﾞｰ部隊は、わずか約890人。
　これに対し中国軍約17.5万人、北朝鮮軍6800人、ｲｽﾗｴﾙ軍も数千人抱えている。この体制
では日本の情報や技術、ｲﾝﾌﾗを守っていくのは難しい。紛争になれば激しいｻｲﾊﾞｰ攻撃が
待っていることはｳｸﾗｲﾅの状況が示している。政府も危機感を感じて動き出した。自衛隊のｻ
ｲﾊﾞｰ部隊を4千人に増やす。攻撃される前に対処できる体制を整える。

＊③
❸ｻｲﾊﾞｰ国家・・ｲｽﾗｴﾙは人口950万人にも関わらず、米国に次ぐｻｲﾊﾞｰ能力を持つ。世界上
位500社のｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ会社のうち、12%が集合。米ｼﾘｺﾝﾊﾞﾚｰの32%に次いで2番目だ。ｲﾗﾝ
の核開発を遅らせた米国とのｻｲﾊﾞｰ共同作戦（10年）で、世界に実力を印象づけた。
❹ｻｲﾊﾞｰ人材の育成・・ｲｽﾗｴﾙの「ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰの父」ﾃﾚｱﾋﾞﾌﾞ大教授のﾍﾞﾝ・ｲｽﾗｴﾙ元少
将はｻｲﾊﾞｰは数ヵ月で技術が変わり、数年後に何が起こるか分らない。あらゆる変化に即応
できる人材を生むｴｺｼｽﾃﾑを築くしかないと考え、10年前から取り組んできた。卒業試験の必
修科目にもなっている。全ての大学でｻｲﾊﾞｰ技術を教えているほか研究ｾﾝﾀｰもあり、先端技
術を開発している。
❺韓国もｲｽﾗｴﾙを参考に、国防省と大学が連携、人材を育てる仕組みを築いた。学費は4年
間免除されﾊｯｷﾝｸﾞ能力を鍛えるｺｰｽもある。

＊中国製EVを分解調査…高級感・ｺｽﾄで割り切り
存在感が高まるEVのどんな特徴があるのか。名古屋大学の山本真義教授らは振興EVﾒｰ
ｶｰ、上海蔚来汽車（NIO）の多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV）「ES8」を18年販売されたﾓﾃﾞﾙを分解調査
した。
・「分かったのは基本機能ではｺｽﾄ削減を優先している。搭乗者の目に触れる部分は高級感
がある」.「価格は1千万円、妥当な設定」
・「2014年操業のNIOは自社でEV設計・開発し、生産は安徽江淮汽車集団（JAC）に委託する
事業形態をとる」
・「EV用の駆動装置「eｱｸｾﾙ」は、NIOの1ﾗﾝｸ下のSUV「EC6」と同じ」
・「電池自体を交換する「ﾊﾞｯﾃﾘｰ・ｱｽﾞ･ｱ・ｻｰﾋﾞｽ（PaaS）」の手法を前提。電池の着脱部も調査
したが、交換を繰り返しても問題ない丈夫な構造」

＊④
❻日本での人材育成は可能か・・日本の組織風土が課題になる。
　技能に必要なのは他人と違った独創性であり、ﾕﾆｰｸな思考だ。ﾍﾞﾝ・ｲｽﾗｴﾙ氏も「優れたﾊｯ
ｶｰには良い意味で変わり者や異能の人が少なくない。そこも含めて評価し、登用していく度量
がなければ、人材は育っていかない」「権威を疑い、ﾘｽｸを恐れない文化が、科学技術におけ
る今日の成功の基礎だ」
・日本の若手のｻｲﾊﾞｰ能力は高い。「海外のﾊｯｶｰ大会でも上位に食い込んでいる」。組織で
重用する器の大きさを日本社会が持てるかだ。
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＊ﾛｼｱ、脱㌦・ﾕｰﾛ…Swift制裁で決済9割→5割に
　　　　　　　　　　　　　 人民元・ﾙｰﾌﾞﾙ傾斜
ﾛｼｱが「脱㌦」の動きを強めている。欧米日の金融制裁を受けて、輸出決済では㌦やﾕｰﾛ建
てが9割から5割に低下した。制裁の影響を受けにくい人民元やﾙｰﾌﾞﾙ建てへのｼﾌﾄが顕著
だ。基軸通貨㌦の使用制限は貿易や資金調達に打撃となり、中国依存を強めながら影響緩
和を図っている。ｳｸﾗｲﾅ侵攻から1年、ﾏﾈｰでも世界の「分断」が進んでいる。

＊ﾀｲでｶｼﾞﾉ合法化機運…米ﾗｽﾍﾞｶﾞｽ・ｻﾝｽﾞ進出検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　「東南ｱで競争激化」
ﾀｲでｶｼﾞﾉ合法化への機運が高まる。ﾀｲ国家が関連制度の概要案を承認し、政府へ具体化に
向けた行動を促した。ﾎﾃﾙや商業施設が併設する統合型ﾘｿﾞｰﾄ（IR）を開発すれば、主力の観
光業を成長させる起爆剤になるとの期待があり、米ﾗｽﾍﾞｶﾞｽ・ｻﾝｽﾞなどが進出を検討してい
る。実現すれば、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙなど有力ｶｼﾞﾉ施設との競争が激しくなりそうだ。
⦿ｱｼﾞｱのｶｼﾞﾉを巡る動き
❶ﾍﾞﾄﾅﾑ➤南部ﾀﾞﾗｯﾄ市ｶｼﾞﾉ建設検討❷ﾏｶｵ➤外国人事業者の税軽減
❸ﾀｲ➤下院が合法化概要案承認❹ﾌｨﾘﾋﾟﾝ➤ﾒｶﾞﾜｰﾙﾄﾞがﾏﾆﾗでｶｼﾞﾉを含む複合施設の開発
を表明

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ再成長拒む統制…当局へ接近で打開探る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ﾈｯﾄ通販に逆風強く
中国ﾈｯﾄ通販最大手のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が再成へ険しい道を歩み始めた。中国当局による統制が
常態化するなか、中国共産党や政府との関係強化が必須になり、屋台骨を支えるﾈｯﾄ通販事
業に逆風が吹く。ｸﾗｳﾄﾞ事業と海外事業に再起を託すものの、新領域の競争環境は厳しく、縮
小均衡に陥るﾘｽｸもある。
・当局の統制は、20年以前の状態に戻ることは考えにくく、新常態に適した事業ﾓﾃﾞﾙを構築
する必要がある。

＊①中国・北朝鮮・露「複合危機」の足音…日米同盟危急の「現代化」
露のｳｸﾗｲﾅ侵攻で、国際秩序は一変した。日本は核兵器を持つ中国、北朝鮮、露に囲まれ、
複合的な危機の懸念がある。日本は昨年末、国家安全保障戦略を改定して防衛費の大幅増
に踏み出した。日米同盟を「現代化」して備える。
⦿日米安保戦略➤戦略的競争『軍事・経済力を拡大する中国と競争』
❶日米同盟の現代化＝米軍と自衛隊の統合運用（指令部、通信、弾薬）
　　　　　　　　　　　　　　　 ｻｲﾊﾞｰ・宇宙の協力（対日防衛義務）
❷態勢の最適化＝南西防衛への態勢（台湾、尖閣諸島へ備え）
　　　　　　　　　　　　 米軍再編の推進（辺野古への墓地移設）
❸協力枠組みの拡大＝協力枠組みの拡大（韓国､ｸｱｯﾄﾞ、NATO）
　　　　　　　　　　　　　　装備品移転や能力構築（東南ｱｼﾞｱなど）

＊台湾、知られざる素顔…「それでも中国がすきだ」
・中国で商売している台湾人の鄭宗賢（台湾軍で幹部だった）はﾚｽﾄﾗﾝを経営していたが、商
売がﾀﾞﾒになりﾚｽﾄﾗﾝを閉め、台湾に帰ることになった。台湾軍の情報を中国に提供できるうち
は商売は順調だった。ﾚｽﾄﾗﾝは当局の嫌がらせで閉鎖に追い込まれた。だが、鄭は「中国が
好きだ。恨みはない」と振り返る。
・ある陸軍OBは「いまだに中国に協力するｽﾊﾟｲが軍に多いことが台湾最大の問題だ」。米国
が台湾への武器売却や支援に慎重だったのも中国への情報流出を恐れたためだ。
・蔡総統が1年間で30回近く軍の現場に足を運んだ。「軍は終始、中国に強硬な蔡の改革案
に抵抗し続けた。蔡は軍を掌握できていない。
・米国と連携し中国と向き合う台湾。複雑な歴史を抱え、社会はひとつにまとまらない。多くの
課題を残す台湾。緊張は日に日に高まっている。

＊②
・現代化・・主に2つ、まずﾞｻｲﾊﾞｰや宇宙といった新領域の現代戦への対処。もう一つは格段
に防衛力を高め、緊密に連携することだ。「領空侵入の恐れがあるﾃﾞｰﾀです」。無人偵察機・
MQ9の情報が届く。MQは米軍の機体だが、鹿児島県にある海上自衛隊の基地に発着する
（昨秋から横田基地に自衛隊と米軍30人の合同ﾁｰﾑ結成）。日米が基地や装備、人員を混然
一体に使い、情報の取得や分析、対処まで連携する。同じように弾薬も同様で、融通しあえる
必要がある。
・米国が「世界の警察官」と呼ばれた…全世界に戦力を分散させる余裕は乏しい。中東は縮
小し、ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝは撤退した。限られた戦力を現代化した上で、集中して配置しなければ抑止
は効かない。


